洞爺湖町空家等管理活用支援法人指定方針（案）

（趣旨）
第１条　この方針は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号。以下「法」という。）第２３条第１項及び洞爺湖町空家等管理活用支援法人の指定等に関する事務取扱要綱（令和８年洞爺湖町訓令第　号。以下「要綱」という。）第３条第１項に規定する指定を行う際の方針を定めるものとする。
（業務内容）
第２条　要綱第３条第１項第５号に規定する「本町の空き家等対策の推進のために支援法人に行わせる必要があると認められる」業務は、次の表に掲げる業務とする。
	[bookmark: _Hlk242178606]業務名
	業務内容

	空家等情報受付・台帳運営業務
	町又は関係機関から寄せられる空家情報を収集・整理し、受付記録とともに台帳へ登録（法第２４条第６号（関連：第１号及び第４号））

	空家等現地確認・管理状態把握業務
	空家情報を基に現地調査（建物外観、敷地状況、写真撮影など）を実施しリスク、緊急性、優先度を分類し町又は関係機関に報告（法第２４条第２号（関連：第４号及び第６号））

	空家等管理活用相談・専門家接続業務
	定期的な空家相談窓口を設け、所有者の空家に係る管理活用、相続といった意向を把握し、管理活用の選択肢や具体的な接続先を整理し、所有者へ情報を提供する。（法２４条第１号（関連：第２号及び第６号））

	空き家バンク運営管理業務
	所有者の同意を原則に公開物件の情報収集、公開原稿を作成し町の承認を踏まえ公開する。活用希望者への状況提供（マッチング）や宅建業者、改修等の専門業者へ接続（法第２４条第１号、第２号及び第６号（関連：第５号））

	特定空家等・管理不全空家等判断資料作成補助業務
	町からの依頼に応じて、洞爺湖町空家等対策計画に基づく判断基準に基づき現地調査を実施し、判断材料となる資料を作成し町へ報告（法第２４条第２号及び第６号（関連：第４号、第１３条及び第２２条））

	普及啓発・政策評価・調査研究業務
	空家の発生要因、相談傾向、地域課題などを把握し予防、管理活用、除却を段階別に整理した上で、普及啓発用のチラシ等の媒体を作成しホームページ等で周知する。空家セミナーや相談会を実施（法第２４条第４号及び第５号（関連：第６号及び第２７条））

	業務報告・情報管理・運用改善業務
	業務実績、KPI、運用上の課題、改善意見等を収集し、月次・年次報告書の作成、SOPと業務改善案の作成、町へ報告（法第２４条第６号（関連：第２５条及び第２６条））


（支援法人の指定）
第３条　要綱第３条第１項及び第２項に規定する支援法人の審査基準等については、次の各号に掲げるものとする
⑴　指定期間は、上限を３年とし、指定時に町長が定める。
⑵　審査基準は、別表に基づき審査する。
⑶　指定する支援法人は、１法人とする。
　（支援法人の請求等）
第４条　支援法人は、業務の遂行のため必要がある場合において、次の各号に定める請求を洞爺湖町に対して行うことができます。
⑴　空家等の所有者等に関する情報提供の請求（法第２６条第２項）
⑵　空家等対策計画の作成又は変更の提案（法第２７条第１項）
⑶　法第14条各項の規定による請求の要請（法第２８条第１項）
（補則）
第５条　この訓令に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。

　　　附　則
　この告示は、令和８年１２月１日から施行する。




別表（第３条関係）
－審査の基準－
	活動の目的
	⑴　法２４条の業務を行う計画を有する法人であるこ　と
⑵　空き家等の管理又は活用などを活動目的としていること

	活動の実績
	町内において空家等の管理又は活用等を行った活動実績があること、又は、類似した活動実績があること

	組織の体制
	⑴　要綱３条の要件を満たしていること
⑵　組織内において宅地建物取引士、建築士等の空き家等に関する専門的な知見を有する者が１名以上所属していること、または当該者と連携体制を有していること
⑶　町内の関係する民間団体等と連携して活動を行っていること、又は、今後行うことができると確認できること



